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平成２３年４月期 通期業績予想との差異に関するお知らせ 

 

平成23年4月期 (平成22年5月１日～平成23年4月30日)の通期の業績予想について、平成22年12月14

日付、「平成23年４月期 第２四半期決算短信［日本基準］（非連結）」にて公表しました通期の業績予

想との間に、下記のとおり、差異が生じる見込みとなりましたので、お知らせ申し上げます。 

 

記 

 

１．平成 23 年４月期（平成 22 年５月１日～平成 23 年４月 30 日）の通期業績予想との差異 

                                        （単位：百万円,％） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） 百万円 百万円 百万円 百万円

（平成 22年 12 月 14 日） 6,614   12   1    △56   

今回修正（Ｂ） 6,281   △163   △154    △219   

増減額（Ｂ－Ａ） △333   △175   △156    △162   

増減率（％） △5.0   －   －    －   

（参考）平成 22 年４月期  通期 6,949   △89   △86    △108   

 

 

２．通期の業績予想数値の差異理由 

 

当社の主力である移動体通信関連事業は、サービスの終了が間近な旧規格の２Ｇ端末機器から、より高機

能な新規格の３Ｇ対応端末機器への買換えや、スマートフォンに代表される高機能端末機器への機種変更需

要の獲得、並びに専門ショップに認められた各種オプションサービスへの加入促進に注力しつつ、一方では、

不採算店舗の閉鎖を始め業績の改善に向けた取組みを実施してまいりました。 

しかしながら、スマートフォン等の高機能端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入に

より、消費者の購買意欲は喚起されたものの、当社の情報通信ショップにおいて、端末機器の供給が消費者

の需要に満たない状況にあり、一方、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器においては、買換サイ

クルの長期化と割賦販売制度に伴う端末価格の高騰により、消費者ニーズは、高機能で高価格帯の機種から

ＰＨＳを始めとした比較的廉価な機種へと需要がシフトすると共に、更に市場競争の激化に伴う値引き施策

の拡大も相俟って、収益環境が悪化する等、移動体通信関連事業全体は厳しい状況で推移いたしました。 

この結果、同事業における売上高は 5,907 百万円（販売台数 88 千台）と前回の予想を △187 百万円（販

売台数 △1千台）下回る見込みであります。 
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一方、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、移動体通信端末機

器の高騰と環境や資源リサイクルを始めとした「エコロジー」機運の高まりと共に、販売台数および売上高

共に比較的順調に推移してまいりました。 

また、同事業におけるフランチャイズ加盟店の募集につきましては、着実に新規加盟店を増やしてきてお

りますが、平成 22 年 11 月５日に株式会社 光通信と資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社、並び

に同社グループとの初の提携事業として共同で推進をしております中古携帯電話機「エコたん」の販売・買

取を始めとするリユース事業について、同社、並びに同グループにとって、新しい事業分野であると共に、

中古品の売買に必須である古物営業法に基づく登録や許可等に時間を要したことや、東日本大地震に伴う周

辺地域における相次ぐ地震の影響により、新規加盟店の開設に遅延が生じる等、当事業年度において提携の

効果を全て発揮するには至らない状況にありました。 

この結果、同事業における売上高は 198 百万円（販売台数 22 千台）と前回の予想を △186 百万円（販売

台数 △11 千台）下回る見込みであります。 

一方、固定通信関連事業におきましては、販売コストが比較的低廉なインターネットを中心に、光ファイ

バーサービスやＡＤＳＬの取扱いに注力した結果、売上高 77 百万円と前回の予想を 12 百万円上回る見込み

であります。 

これら結果、通期の売上高は、6,281 百万円と前回予想 6,614 百万円を △333 百万円下回る見込みであり

ます。 

営業損益につきましては、業績改善の見通しが立て難い情報通信ショップを首都圏４店舗、関西圏２店舗

の合計６店舗を閉店すると共に、両地域における専門ショップ２店舗について、近隣店舗との統合を行う等、

運営コストの削減に努めてまいりましたが、廉価で収益率の低い端末機器の販売の増加と共に、市場競争の

激化に伴う値引き施策の拡大による販売促進費の増加により、営業損失は △163 百万円と前回予想の営業利

益 12 百万円を △175 百万円下回る見込みであります。 

また、経常損益につきましては、営業外収益において営業支援金収入等が 20 百万円あったものの、支払利

息等の営業外費用 12 百万円を差引いた結果、経常損失 △154 百万円と前回予想の経常利益 １百万円を    

△156 百万円下回る見込みであります。 

なお、当期純損益におきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用および同

店舗の賃借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復費用の低減と、

早期に新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻り入れにより、特別利益 6 百万円を計上したも

のの、「資産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費用 17 百万円、および店舗改

装等に伴う什器備品等の不要固定資産の除却損や店舗閉鎖に伴う賃貸借契約解約損 18 百万円、並びに減損損

失24百万円の合計61百万円を特別損失に計上したことにより、税金費用等を差し引いた当期純損失は △219

百万円と前回予想の当期純損失 △56 百万円を△162 百万円下回る見込みであります。 

 

 

 

以  上 

 


